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須賀川市地域公共交通計画策定支援業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 須賀川市地域公共交通計画策定支援業務 

 

２ 趣旨 

本仕様書は、須賀川市（以下「発注者」という。）が実施する須賀川市地域公共交通計画策定支援業務

（以下「本業務」という。）に関して必要な事項を定めるとともに、受注者が履行しなければならない事項

を定めるものである。 

 

３ 業務目的 

本業務は、須賀川市の今後の地域公共交通の指針となる須賀川市地域公共交通計画の策定にあたり、民間

の専門性と豊富な経験を活用し、計画策定に係る業務を円滑に遂行することを目的とする。 

 

４ 業務内容 

受注者は、以下の項目について業務を行う。 

（１）計画準備 

業務に必要な情報収集等を行う。 

（２）現状等の整理 

国や県、市町村等から公表される資料・データ等を分析するとともに、各種調査の結果等を踏まえ、

当市の地域特性や公共交通の現状及び上位・関連計画（総合計画・都市計画マスタープラン・立地適正

化計画・過疎地域持続的発展計画・中心市街地活性化基本計画等）並びに県や隣接自治体地域公共交通

計画との関連性を整理する。 

（３）市民ニーズ等の把握 

ア 市民の移動実態等の把握調査の実施 

・市民の日常生活の移動に関する実態や公共交通の利用実態等を把握するため、市民及び公共交通利

用者（潜在的な利用ニーズを抱える者を含む）を対象とした調査を実施する。 

・調査の手法や対象等については提案事項とするが、当市の特性等を踏まえ、市民のニーズ等を的確

に把握することができる手法とする。 

イ 交通関係者の意向等の把握調査の実施 

・公共交通サービスの運行主体などの供給側における課題等を把握するため、交通関係者を対象とし

た調査を実施する。 

・調査の手法や対象等については提案事項とする。 

（４）地域公共交通を取り巻く課題の整理 

・現行の須賀川市地域公共交通網形成計画の検証を行う。 

・各種データ等の整理や各種調査の結果等を踏まえ、当市における公共交通の課題等を整理する。 

・検証や課題の整理にあたっての手法や考え方等については提案事項とする。 

（５）須賀川市地域公共交通計画のとりまとめ 

ア 計画期間 

・令和６年度～令和10年度の５ヶ年計画とする。 

イ 計画の基本方針及び目標・指標等の設定 

・整理した課題の解決に向けた、当市における今後の地域公共交通の在り方等を示す基本方針やその
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実現に向けた目標及び指標等を整理する。 

・指標等の整理にあたっては、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正趣旨等を踏ま

えたものとする。 

ウ 目標を達成するための事業及び課題解決策の検討 

・設定した目標の達成に向けた具体的な事業を検討、整理する。 

・事業の検討、整理にあたっては、実施主体となる関係者等との協議、調整等を行いながら進めるも

のとし、必要となる資料、議事録等の作成を行う。 

エ 循環バス及び予約制乗合タクシーの現状分析、利便性向上に向けた取組の検討 

・利用状況等を分析し、現在の運行形態からの利便性向上を図る取組を検討する。 

・検討にあたっては、実施主体となる関係者等との協議、調整等を行いながら進めるものとし、必要

となる資料、議事録等の作成を行う。 

（６）各種会議等の開催支援 

ア 須賀川市総合交通活性化協議会（法定協議会）の開催支援 

・計画の策定にあたり、須賀川市総合交通活性化協議会を開催することとし、会議の開催にあたり必

要となる資料の作成、説明補助、議事録の作成を行う。 

・開催回数は計３回程度とする。 

イ パブリックコメントの実施支援 

・市民の意見や提言を募集し、計画に反映させるため、パブリックコメントを実施（令和６年１月予

定）することとし、必要となる資料の作成等を行う。 

（７）打合せ協議 

業務を円滑かつ効果的に遂行するため、着手時・中間３回・最終納品時の計５回程度、打合せ協議を

行うこととし、必要となる資料の作成、議事録の作成を行う。 

 

５ 業務の履行期間 

本業務の履行期間は、契約締結の日から令和６年３月25日までとする。 

 

６ 成果品 

本業務の成果品は以下のとおりとする。 

・業務報告書２部 

・計画書本編１部 

・電子記録媒体（CD-R 等） １枚 

 

７ 資料の貸与 

受注者は、本業務に必要な資料を発注者より借り受けるものとするが、適正な管理に努めるとともに、業

務完了後速やかに返却するものとする。 

 

８ 検査 

本業務実施中、受注者は必要に応じて発注者の部分検査を受け、業務完了後は最終検査を受けるものとす

る。なお、加除・訂正等の指示を受けた場合は、速やかにその指示に従うものとし、それに要する経費は受

注者が負担するものとする。 
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９ その他 

（１）法令等の遵守 

受注者は、本業務の履行にあたり、関連する法令等を遵守しなければならない。 

（２）費用の負担 

本業務に伴う必要な経費は、仕様書に明記のないものであっても原則として受注者の負担とする。 

（３）秘密の保持 

本業務において、受注者の社員は、在職中はもとより退職後といえども業務上知り得た秘密を何人に

も漏洩してはならないものとする。 

（４）損害賠償 

受注者は、本業務中に生じた事故に対する一切の責任を負うものとし、事故の状況等を速やかに発注

者に報告し、最善の処置を行わなければならない。 

 

10 成果物の帰属 

本業務で得られた成果物の所有権、著作権及び利用権は、発注者に帰属するものとする。 

 

11 疑義 

受注者は、本業務の実施に際しては、常に発注者との連絡を密にし、疑義が生じた場合等事業の遂行に支

障を来たす恐れがある場合には、速やかに発注者と協議するものとする。 

 

12 想定スケジュール 

業務内容 ６ ７ ８ ９ 10 11 12 1 2 3 

計画準備           

現状等の整理           

市民ニーズ等の把握           

地域公共交通を取り巻く 

課題の整理 
          

地域公共交通計画の 

とりまとめ 
          

各種会議等の 

運営支援 

法定協議会           

パブリック

コメント 
          

 

以 上 


